
木材加工流通施設等の整備支援事業

補助金の受領後も大切な手続があります

補助事業で導入した施設・機械は、補助金受領後も
状況報告・適正な管理・財産処分時の手続が必要です。

1 目標達成状況の報告
実施年度の翌年度からの３年間について、状況を報告します

2 適正な管理
台帳等に記載し、補助財産として適正に管理します

3 財産処分は必ず事前に相談

※具体的な報告時期・様式・財産処分の手続等は、交付要綱、事業案内及び担当者からの
案内をご確認ください。ご不明な点は早めに事業担当者へご相談ください。

処分の検討段階で、事業担当者へ相談
承認を受ける前に処分を進めない

導入設備の活用状況や、事業実施による成果を確認
報告に備え、実績を確認できる資料を整理・保管

取得年月日、取得価格、設置場所等を財産管理台帳に記載
現物と台帳の内容が一致するよう、継続して管理
関係書類は、確認や報告に対応できる状態で保管

制限期間内での処分には、あらかじめ知事の承認が必要です

処分内容により、必要な手続や確認事項が異なります。
自己判断で処分を進めず、必ず事前に相談してください。

※処分とは「転用・譲渡・交換・貸付・抵当権設定・取り壊し・廃棄」です

※制限期間は施設や使用目的で異なります

例）製材用機械：８年 鉄筋コンクリート造の木材倉庫：38年 など

例） 導入
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